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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(1) 連結経営指標等           

売上高 （千円） － 5,296,622 5,703,215 － － 

経常利益 （千円） － 100,384 411,573 － － 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） － △71,986 218,751 － － 

純資産額 （千円） － 384,753 587,161 － － 

総資産額 （千円） － 2,418,765 2,771,480 － － 

１株当たり純資産額 （円） － 54,964.83 83,880.26 － － 

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

（円） － △10,283.85 31,250.18 － － 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 15.9 21.2 － － 

自己資本利益率 （％） － △16.8 45.0 － － 

株価収益率 （倍） － － － － － 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △24,424 459,189 － － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △51,024 △82,948 － － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △42,500 △141,500 － － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － 237,983 472,724 － － 

従業員数 （人） － 492 480 － － 

 



 (注) １．当社は第８期より連結財務諸表を作成しておりましたが、平成16年４月１日に連結子会社である（株）ユ

ニマットファクトリーを合併し、連結子会社が存在しないため、第10期および第11期は連結財務諸表を作

成しておりません。 

２．特分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。 

     ３．平成17年５月20日付をもって、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

      

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

(2) 提出会社の経営指標等           

売上高 （千円） 4,965,936 5,296,181 5,703,649 6,059,699 6,556,483 

経常利益 （千円） 160,436 94,563 390,238 514,339 675,822 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） 101,136 △77,287 205,493 280,334 334,853 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 350,000 350,000 350,000 441,500 441,500 

発行済株式総数 （株） 7,000 7,000 7,000 8,500 25,500 

純資産額 （千円） 480,602 386,094 575,244 1,058,320 1,344,970 

総資産額 （千円） 2,473,206 2,466,127 2,796,993 2,844,460 3,071,467 

１株当たり純資産額 （円） 68,657.52 55,156.31 82,177.79 124,508.25 52,743.93 

１株当たり配当額（うち

１株当たり中間配当額） 
（円） 

2,500.00 

（－） 

2,500.00 

（－） 

3,500.00 

（－） 

6,000.00 

（－） 

2,400.00 

(－)  

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

（円） 14,448.05 △11,041.05 29,356.23 36,336.27 13,131.52 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 19.4 15.7 20.6 37.2 43.8 

自己資本利益率 （％） 23.5 △17.8 42.8 34.3 27.9 

株価収益率 （倍） － － － 6.27 25.74 

配当性向 （％） 17.3 － 11.9 16.5 18.3 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － 247,112 429,456 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － △34,222 △83,570 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － △237,370 △232,121 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － － 448,245 562,010 

従業員数 （人） 433 446 428 484 501 



 ４．第11期の１株当たりの配当額は、株式会社ユニマットオフィスコとの合併による合併交付金でありま

す。また、配当性向は合併交付金により計算しております。 

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第７期は新株引受権付社債及び転換社債を発行し

ておりませんので記載しておりません。第８期は１株当たり当期純損失であるため、第９期は新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上場でありかつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握でき

ませんので記載しておりません。また、当社株式は第10期において上場しており、それ以前は非上場であ

り、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので第10期は記載しておりません。

第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

６．第７期から第９期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませ

んので記載しておりません。 

７．第８期の配当性向は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

８．第８期及び第９期のキャッシュ・フローに関する指標は、連結経営指標等に記載しております。 

９．第８期以降の連結財務諸表及び財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、あず

さ監査法人の監査を受けておりますが、第７期の財務諸表については監査を受けておりません。 



２【沿革】 

 当社の事業は、平成５年４月、㈱ユニマットオフィスコにおいて環境美化用品のレンタル及び販売を主業務とした

新規事業として開始されております。なお、平成６年10月に当該事業は㈱ユニマットオフィスコより㈱ユニマットへ

営業譲渡されております。その後、㈱ユニマット（平成９年10月、㈱ユニマットライフへ商号変更）において平成９

年４月オフィスクリーニング事業を開始、平成９年９月クリーニング工場を埼玉県に竣工、平成10年４月レインボー

クラブ事業を開始、平成11年１月リサイクルトナーの販売事業を開始するなど事業を拡大しております。なお、平成

11年４月、㈱ユニマットライフより当該事業の営業譲渡を受けております。 

 (注) １．㈱ユーピーエスは平成７年11月にコンピューター、ワードプロセッサー等の情報機器並びにソフトウェア

の個人及び企業への教育指導を目的として設立されておりますが、設立以降、平成11年４月に至る間は休

眠状態でありました。 

    ２．平成13年９月にクリーニング業務運営のため設立いたしました㈱ユニマットファクトリーは、平成16年４

月組織の一体化及び経営の効率化を図るために吸収合併いたしました。 

 ３．平成18年４月１日付で株式会社ユニマットオフィスコ（新会社名：株式会社ユニマットライフ）と合併

し、当社は解散いたしました。 

年月 事項 

平成７年11月 情報機器の販売並びにソフトウェアの教育指導業務を目的として㈱ユーピーエスを設立 

平成９年12月 ㈱ユーピーエスの本社を現住所に移転 

平成11年１月 ㈱ユーピーエスを㈱ユニマットクリーンライフへ商号変更し、事業目的をマット、モップ等清浄

用品のレンタル及び販売業務に変更 

平成11年４月 ㈱ユニマットライフより当該レンタル事業の営業譲受、当該事業の営業を開始 

平成11年５月 ユニフォームのレンタル及びクリーニング事業を開始 

平成12年１月 通信ネットワーク事業部を設立（現事業開発室） 

平成13年９月 クリーニング業務運営のため東京都港区に子会社㈱ユニマットファクトリーを設立 

平成13年12月 滋賀県甲賀郡（現湖南市）にクリーニング工場を取得 

平成13年12月 ㈱ユニマットファクトリーへクリーニング工場を賃貸 

平成15年２月 新規事業部（現事業開発室）にヘルスケア事業課を設立、健康食品の販売を開始 

平成15年２月 ヘルスケア事業を開始 

平成16年４月 ㈱ユニマットファクトリーを吸収合併 

平成16年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年11月 調剤薬局事業を開始し、「レジーナ薬局」第１号店をオープン 

平成17年12月 株式会社ユニマットオフィスコとの間で、合併契約書調印。（合併期日平成18年４月１日）  

平成18年３月 ジャスダック証券取引所上場廃止 



３【事業の内容】 

当社は、マット、モップ、空気清浄機及び浄水器等の環境美化用品をルート巡回システムにより一般事業所等への

レンタル及び販売、オフィス、レストラン等の清掃業務ならびにリサイクルトナーの販売・回収業務などオフィス環

境サービス事業を行っております。また、その他の事業としてルート巡回システムを活用し、広告宣伝物、新商品の

試供品配布などを行う公告媒体業務及び個人向けにサプリメントなど健康関連商品及び携帯電話の販売を行っており

ます。なお、当期より調剤薬局事業を開始いたしました。 

 当社の事業は、オフィス環境サービス事業及びその他に大別されます。オフィス環境サービス事業はマット、モッ

プ、空気清浄機、浄水器他のレンタルサービスを行うレンタル部門、環境清浄用品、リサイクルトナー他の販売を行

う商品販売部門、ビルメンテナンス・清掃業務を行うクリーンメンテナンス部門に区分されております。 

事業の運営につきましては首都圏及び関西圏においては当社営業所（14営業所）が事業の運営にあたっております

が、その他の地域につきましては代理店25社及び業務代行委託先39社と提携し、全国規模の事業運営を行なっており

ます。また、レンタル品のクリーニング、加工業務につきましては、基本的に当社工場で行っておりますが、一部を

クリーニング業務委託先に外注しております。 

［事業系統図］ 

 当社の事業を系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 (注) １．従業員数は、就業人員（常勤顧問、嘱託、常用パートを含んでおります。）であります。なお、臨時従業

員（非常勤顧問、非常勤パートタイマー、人材会社からの派遣社員）の総数は従業員数の100分の10未満

でありますので記載を省略しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

501 32歳 9ヶ月 5年7ヶ月 4,327,867 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の持続的な改善や民間設備投資の増加などにより、堅調に推移しま

した。また、雇用情勢や個人消費についても、緩やかではあるものの回復傾向となっております。一方、原油価格

や原材料は依然として高水準で推移しており、先行き不透明感は払拭できない状況となっております。 

 このような経済環境のもと、当社では、新規顧客の開拓など営業活動を積極的に推し進めるとともにレンタル部

門で小規模ながら営業権の取得を１件実施いたしました。また、レンタル部門、商品販売部門、クリーンメンテナ

ンス部門、その他の部門すべてにおいて業績を伸ばすことが出来ました。 

 その結果、当事業年度の業績は、売上高6,556百万円（前期比8.2％増）、営業利益675百万円（同18.8％増）、

経常利益675百万円（同31.4％増）、当期純利益334百万円（同19.4％増）となりました。 

なお、部門別の業績は次のとおりであります。 

   ① レンタル部門 

レンタル部門におきましては、新規顧客開拓を積極的に推し進めたことにより売上高は各営業所とも順調に推

移いたしました。 

 その結果、レンタル部門売上高は4,768百万円（前期比5.7％増）となりました。 

② 商品販売部門 

商品販売部門におきましては、環境美化用品の販売は不調でありましたが、トナーの販売が引続き好調であり

ました。 

その結果、商品販売部門売上高は955百万円（前期比13.5％増）となりました。 

③ クリーンメンテナンス部門 

クリーンメンテナンス部門におきましては、定期清掃の受注への取組みに注力したこと及び小口顧客の幅広い

ニーズに対応いたしました。 

その結果、クリーンメンテナンス部門売上高は711百万円（前期比13.0％増）となりました。 

④ その他の部門 

その他の部門におきましては、健康食品（サプリメント）の売上高が大幅に増加したこと及び調剤薬局の売上

高が寄与しました。 

その結果、その他の部門売上高は122百万円（前期比53.7％増）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下資金という。）は、レンタル資産の取得による支出430百万

円、法人税等の支払額255百万円、短期借入金の純減少額186百万円があったものの、税引前当期純利益605百万円

が計上され、かつ、レンタル資産償却費が409百万円あったこと等により、前事業年度末に比べ、113百万円増加

し、当事業年度末には562百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において、営業活動の結果得られた資金は429百万円（前期比73.8％増）となりました。これは主に税

引前当期純利益605百万円が計上され、レンタル資産償却費409百万円及びその他償却性資産の償却費72百万円があ

ったものの、レンタル資産の取得による支出430百万円、法人税等の支払額255百万円があったこと等によるもので

あります。 



(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において、投資活動の結果使用した資金は83百万円（前期比144.2％増）となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出38百万円及び敷金保証金の差入れによる支出22百万円があったこと等によるもので

あります。 

有形固定資産の取得の主なものは、調剤薬局開設に伴う投資であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において、財務活動の結果使用した資金は232百万円（前期比2.2％減）となりました。これは主に、

短期借入金の純減少額186百万円、配当金支払額50百万円に使用した結果であります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

 当事業年度の仕入実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 販売実績 

 当事業年度の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社は、平成18年４月１日を合併期日として、株式会社ユニマットオフィスコ（新会社名：株式会社ユニマットラ

イフ）と合併いたしましたので、合併存続会社（株式会社ユニマットライフ（旧株式会社ユニマットオフィスコ））

の当該事項に含めて記載しております。 

４【事業等のリスク】 

当社は、平成18年４月１日を合併期日として、株式会社ユニマットオフィスコ（新会社名：株式会社ユニマット

ライフ）と合併いたしましたので、合併存続会社（株式会社ユニマットライフ（旧株式会社ユニマットオフィス

コ））の当該事項に含めて記載しております。 

５【経営上の重要な契約等】 

(1）株式会社ユニマットオフィスコとの合併契約 

 当社は、平成18年４月１日を合併期日として、株式会社ユニマットオフィスコ（新会社名：株式会社ユニマット

ライフ）と合併いたしました。 

 なお、合併の詳細等については「第５ 経理の状況 財務諸表等 (1）財務諸表 注記事項（重要な後発事

象）」に記載のとおりであります。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

部門の名称 
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

レンタル部門（千円） 634,807 98.6 

商品販売部門（千円） 641,374 118.1 

クリーンメンテナンス部門（千円） 306 85.1 

その他の部門（千円） 80,921 205.4 

合計（千円） 1,357,409 110.6 

部門の名称 
当事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

レンタル部門（千円） 4,768,182 105.7 

商品販売部門（千円） 955,105 113.5 

クリーンメンテナンス部門（千円） 711,081 113.0 

その他の部門（千円） 122,114 153.7 

合計（千円） 6,556,483 108.2 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  (1) 財政状態の分析 

   (流動資産) 

当事業年度末の流動資産は、前事業年度末に比べて219百万円増加し、1,361百万円となりました。 

これは主に、売上高の増加にともない現金及び預金が113百万円増加し、売掛金が70百万円増加したこと等による

ものであります。 

   (固定資産) 

    当事業年度末の固定資産は、前事業年度末に比べて7百万円増加し、1,710百万円となりました。 

 これは主に、有形固定資産が19百万円、無形固定資産が13百万円減少しましたが、投資その他の資産が40百万円

増加したことによるものであります。 

 (流動負債) 

   当事業年度末の流動負債は、前事業年度末に比べて70百万円減少し、1,231百万円となりました。 

 これは主に、買掛金が55百万円、未払金が36百万円、未払法人税等15百万円それぞれ増加したものの、短期借入

金が186百万円減少したこと等によるものであります。 

 (固定負債) 

 当事業年度末の固定負債は、前事業年度末に比べて11百万円増加し、494百万円となりました。 

 これは主に、固定性引当金が11百万円増加したことによるものであります。 

 (資本) 

 資本の部につきましては、当期純利益等により利益剰余金が283百万円増加した結果、前事業年度末に比べて286 

百万円増加し、1,344百万円となりました。 

 (2) 経営成績の分析 

  (売上高) 

 売上高は、新規顧客の開拓など営業活動を積極的に推し進めるとともにレンタル部門で小規模ながら営業権の取

得を1件実施いたしました。また、商品販売部門、クリーンメンテナンス部門とも好調に業績を伸ばすことが出来ま

した。売上高は前事業年度に比べ8.2％増の6,556百万円となりました。 

 部門別の業績は次のとおりであります。 

 レンタル部門におきましては、売上高は各営業所とも概ね順調でありました。その結果、レンタル部門売上高は

4,768百万円（前期比5.7％増）となりました。 

商品販売部門におきましては、環境美化用品の販売は不調でありましたが、トナーの販売が引続き好調でありま

した。その結果、商品販売部門売上高は955百万円（前期比13.5％増）となりました。 

クリーンメンテナンス部門におきましては、定期清掃の受注への取組みに注力したこと及び小口顧客の幅広いニ

ーズに対応しました。その結果、クリーンメンテナンス部門売上高は711百万円（前期比13.0％増）となりました。

その他の部門におきましては、健康食品（サプリメント）の売上高が大幅に増加したこと及び調剤薬局の売上高

が寄与しました。その結果、その他の部門売上高は122百万円（前期比53.7％増）となりました。 

その他、事業の部門別の分析は、「第２ 事業の状況、１ 業績等の概要、(1)業績」の項をご参照ください。 



(売上原価、売上総利益) 

当事業年度において、原価率は前事業年度に比べ1.1ポイント上昇し41.6％となりました。原価率上昇の主たる要

因は、健康食品販売において一部卸売を行ったことにより健康食品販売原価率が前事業年度に比べ18.1ポイント上

昇したことによります。なお、前事業年度に比べレンタル部門の原価率は0.1ポイント上昇、商品販売原価率は0.8

ポイント低下しております。これらの結果、前事業年度に比べ売上高総利益率は1.1ポイント低下しましたが、売上

総利益は3,830百万円（前期比6.2％増）となりました。 

   (販売費及び一般管理費、営業利益) 

販売費及び一般管理費は前事業年度に比べ116百万円増加（前期比3.8％増）し、3,154百万円となりました。 

販売費及び一般管理費の増加の主な要因は、前事業年度に比べ人件費が38百万円、営業所の新設及び調剤薬局の

新設により地代家賃が29百万円増加したことなどであります。一方、売上高が8.2％増であった結果、前事業年度に

比べ販売費及び一般管理費比率は2.0ポイント減少して48.1％となり、売上高営業利益率は0.9ポイント増の

10.3％、営業利益は675百万円（前期比18.8％増）となりました。 

(営業外損益、経常利益) 

営業外収益につきましては障害者雇用等助成金が前事業年度に比べ5百万円増となっておりますが、他には特筆す

べき事項はありませんでした。営業外費用につきましては、借入金の減少に伴い支払利息が6百万円減少し、前事業

年度に計上しておりました株式上場に伴う新株発行費11百万円、株式公開関連費用29百万円が当期においてはあり

ませんでした。その結果、前事業年度に比べ経常利益率は1.8ポイント増の10.3％、経常利益は675百万円（前期比

31.4％増）となりました。 

(特別損益、税引前当期純利益) 

特別利益につきましては特筆すべき事項はありませんでした。特別損失につきましては、合併関連費用49百万

円、事務所移転費用9百万円の計上などにより前事業年度に比べ66百万円増加しております。その結果、前事業年度

に比べ税引前当期純利益率は0.8ポイント増の9.2％、税引前当期純利益は605百万円（前期比18.5％増）となりまし

た。 

(当期純利益) 

法人税、住民税及び事業税と税効果会計適用に伴う法人税等調整額を併せた税金費用は、270百万円となり税引前

当期純利益に対する税金費用の割合は、前事業年度に比べ0.4ポイント減少し、44.7％となっております。その結

果、当期純利益は334百万円（前期比19.4％増）となりました。 

 (3) キャッシュ・フローの分析 

 「１ 業績等の概要、（2）キャッシュ・フロー」の項をご参照ください。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度において実施した設備投資の実施額は38,902千円で、その内訳は次のとおりであります。 

                                           （単位：千円） 

    (注) １．これらの設備資金は事業収入により充当しております。 

２．当事業年度における設備の除却額は9,323千円であり、主なものは本社移転にともなう建物他

除却額8,712千円であります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

  (注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。 

なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２．従業員数には常勤パート数を含んでおります。  

３．上記の他、主要なリース契約による賃借設備として、以下のものがあります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

投 資 区 分 金  額 

 レジーナ薬局白山店・開設に伴う設備一式 23,740  

 荒川営業所・開設に伴う設備一式  3,165  

 その他  11,997  

合  計 38,902  

  平成18年3月31日現在

事業所名 
（所在地） 

部門の名称 設備の内容 

帳簿価額 
  

従業 
員数 
（人）建物 

（千円）
構築物 
（千円）

機械装置 
（千円） 

車輌運搬具
（千円） 

土地 
（千円） 
（面積㎡） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都港区） 
全社統括業務 統括業務施設 － － － － 

－ 

( －) 
3,584 3,584 16 

埼玉工場 

（埼玉県児玉郡児玉

町） 

レンタル部門 
クリーニング

設備 
250,329 30,427 9,323 264 

60,500 

(4,990.44) 
207 351,051 38 

滋賀工場 

（滋賀県湖南市（旧甲

賀郡甲西町)) 

レンタル部門 
クリーニング

設備 
48,558 22,504 32,342 272 

165,471 

(7,353.07) 
346 269,497 20 

レジーナ薬局・白山

店 

（東京都文京区） 

その他の部門 調剤設備 11,622 － 2,801 － 
－ 

( －) 
7,397 21,821 5 

事業所名 部門の名称 設備の内容 
数量 
（台） 

リース期間 
（年） 

当期支払リース
料（千円） 

期末リース契約
残高（千円） 

板橋営業所他21事

業所 
レンタル部門 車両運搬具 253 ３～５ 89,598 203,285 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注)  当社は平成18年３月28日にジャスダック証券取引所における上場を廃止しております。また、当社は平成18

年４月１日付をもって、株式会社ユニマットオフィスコ（新会社名：株式会社ユニマットライフ）と合併

し、解散会社となったため、提出日現在発行数は記載しておりません。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  (注) １．新株予約権行使 600株  発行価格 50,000円  資本組入額 25,000円 

平成14年６月28日発行の新株予約権の行使であり、当該新株予約権の残高はありません。 

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格     220,000円 

引受価額     205,700円 

発行価額     170,000円 

資本組入額    85,000円 

払込金総額   185,130千円 

 ３．株式分割（普通株式１株を３株に分割） 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 84,000 

計 84,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成18年６月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 25,500 － － － 

計 25,500 － － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成16年８月24日～

平成16年８月30日 

（注）１ 

600 7,600 15,000 365,000 15,000 15,000 

平成16年11月18日 

（注）２ 
900 8,500 76,500 441,500 108,630 123,630 

平成17年５月20日 

（注）３ 
17,000 25,500 － 441,500 － 123,630 



(4) 【所有者別状況】 

  (注) １．「その他の法人」には証券保管振替機構名義の株式が5株含まれております。 

(5) 【大株主の状況】 

  平成18年３月31日現在

区分 

株 式 の 状 況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

 外国法人等 
個人その他 計 

個人以外   個人 

株主数（人） － 1 3 21 8 － 345 378 － 

所有株式数

（株） 
－ 30 1,433 16,637 2,090 － 5,310 25,500 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 0.12 5.62 65.24 8.20 － 20.82 100 － 

  平成18年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社ユニマットホールディング 東京都港区南青山二丁目12番14号 16,350 64.11 

芝岡裕之 東京都足立区 870 3.41 

ゴールドマン・サックス・インター

ナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・サッ

クス証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 

（東京都港区六本木六丁目10番１号） 
768 3.01 

モルガン・スタンレー・アンド・カ

ンパニー・インターナショナル・リ

ミテッド  

（常任代理人 モルガンスタンレー

証券会社東京支店） 

25 Cabot Square，Canary Wharf，

Lomdon E14 4QA England 

（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号） 
702 2.75 

三菱UFJ証券株式会社  東京都千代田区丸の内二丁目４番１号  693 2.71 

大和証券エスエムビーシー株式会社   東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 640 2.50 

髙橋洋二  沖縄県宮古島市 600 2.35 

ユニマットクリーンライフ社員持株

会   
東京都港区南青山二丁目12番14号  577 2.26 

小山昌男 東京都町田市 345 1.35 

バークレイ バンク ピーエルシー バ

ークレイズキャピタル セキュリティ

ーズ エスビーエル ピービーアカウ

ント  

（常任代理人 スタンダードチャー

タード銀行） 

1 CHURCHILL PLACE，LONDON E14 5HP，

UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区永田町二丁目11番１号） 
312 1.22 

計 － 21,857 85.71 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  (注)  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれおります。  

②【自己株式】 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  25,500 25,500 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 25,500 － － 

総株主の議決権 － 25,500 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株 
式数（株） 

他人名義所有株 
式数（株） 

所有株式数の合 
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主各位への安定した配当を継続して実施していくことを基本とし、財政状態、経営成績及び配当性向を

総合的に勘案し決定してまいります。なお、内部留保資金につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のため

の投資へ充当し、収益性の向上とキャッシュ・フローの改善に向けて経営のさらなる充実を図ってまいります。 

 このような方針に基づき、当事業年度につきましては、平成18年４月１日付をもって、株式会社ユニマットオフィ

スコ（新会社名：株式会社ユニマットライフ）と合併することとなったため、配当金に代えて合併交付金（１株当た

り2,400円）を支払うことといたしました。合併の詳細等については「第５ 経理の状況 財務諸表等 (1）財務諸

表 注記事項（重要な後発事象）」に記載しております。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  (注) １．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第10期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会

の公表のものであります。 

２．□印は、株式分割（基準日：平成17年３月31日）による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

 ３．第11期については、平成18年３月28日付で上場廃止し、株式会社ユニマットオフィスコ（新会社名：株式会

社ユニマットライフ）と平成18年４月１日付けで合併し、当社は解散したため、最終取引日である平成18年

３月27日までの株価について記載しております。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  (注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

 ２．平成18年３月28日付で上場廃止し、株式会社ユニマットオフィスコ（新会社名：株式会社ユニマットライ

フ）と平成18年４月１日付けで合併し、当社は解散したため、最終取引日である平成18年３月27日までの株

価について記載しております。 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） － － － 

871,000 

※675,000 

□245,000 

367,000 

最低（円） － － － 

455,000 

※382,000 

□224,000 

183,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 243,000 250,000 281,000 351,000 367,000 343,000 

最低（円） 202,000 228,000 248,000 275,000 310,000 322,000 



５【役員の状況】 

平成18年４月１日付をもって、株式会社ユニマットオフィスコ（新会社名：株式会社ユニマットライフ）と合併し

たことにより、提出日現在の役員の状況を記載することができないため、平成18年３月31日現在の状況を記載してお

ります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

取締役社長 

（代表取締役） 
  芝岡 裕之 昭和22年９月８日生

昭和45年４月 野村㈱入社 

昭和50年10月 ユナイテッドスティール㈱入社 

昭和63年９月 ユナイテッドスティール㈱ 取締役 

平成３年９月 ㈱ユニマットオフィスコ 常務取締

役 

平成６年10月 ㈱ユニマット 常務取締役 

平成11年１月 当社代表取締役（現任） 

870 

常務取締役 
レンタル事業本

部長 
小山 昌男 昭和26年９月13日生

昭和50年３月 ユナイテッドスティール㈱入社 

平成元年12月 ユナイテッドスティール㈱ ＯＣＳ

事業本部 第四事業部長 

平成３年10月 ㈱ユニマットオフィスコ 第三事業

部長 

平成６年１月 ㈱ユニマットオフィスコ 取締役 

平成８年12月 ㈱ユニマット 取締役 

平成11年１月 当社常務取締役 レンタル事業本部

長（現任） 

345 

取締役 相談役 髙橋 洋二 昭和18年３月６日生

昭和36年４月 エンパイヤ貿易㈱入社 

昭和44年１月 高橋商店創業 

昭和50年５月 ㈱丸和トレーデングカンパニー（現

㈱ユニマットホールディング）設立

代表取締役（現任） 

平成３年９月 ㈱ユニマットオフィスコ設立 代表

取締役 

平成９年６月 ㈱ユニマットオフィスコ取締役会長

（現任） 

平成９年６月 ㈱カッシーナ・ジャパン（現㈱カッ

シーナ・イクスシー）代表取締役

（現任） 

平成12年６月 当社取締役（現任） 

600 

取締役 

レンタル事業本

部副本部長兼生

産管理部長 

及川 清興 昭和20年11月８日生

昭和38年４月 三菱電機㈱入社 

昭和54年６月 ユナイテッドスティール㈱入社 

平成３年10月 ㈱ユニマットオフィスコ入社 

平成６年10月 ㈱ユニマット入社 

平成10年３月 ㈱ユニマットライフ レインボーク

ラブ事業部長 

平成11年１月 当社取締役（現任） 

平成16年４月 当社レンタル事業本部副本部長兼生

産管理部長（現任） 

195 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

取締役 
レンタル事業本

部第二事業部長 
小山 秀樹 昭和29年１月13日生

昭和51年４月 横浜日産モータース㈱入社 

昭和55年１月 ユナイテッドスティール㈱入社 

平成３年10月 ㈱ユニマットオフィスコ入社 

平成６年10月 ㈱ユニマット入社 

平成９年３月 ㈱ユニマット レンタル事業本部営

業部長 

平成10年10月 ㈱ユニマットライフ レンタル事業

本部第三事業部長 

平成11年１月 当社取締役 レンタル事業本部第二

事業部長（現任） 

195 

取締役 

管理本部長兼経

理部長兼経営企

画室長 

大野 憲二 昭和25年5月3日 

昭和49年４月 石川島播磨重工業㈱入社 

平成12年９月 当社入社 経理部長 

平成13年12月 当社経理部長兼株式公開準備室長 

平成16年４月 当社管理本部長兼経理部長兼株式公

開準備室長 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

平成17年２月 当社管理本部長兼経理部長兼経営企

画室長（現任） 

60 

取締役 
レンタル事業本

部第一事業部長 
菅田 貴人 昭和34年10月30日 

昭和53年４月 ㈱トヨタカローラ香川入社 

昭和59年１月 ユナイテッドスティール㈱入社 

平成３年10月 ㈱ユニマットオフィスコ入社 

平成６年10月 ㈱ユニマット入社 

平成10年10月 ㈱ユニマットライフ レンタル事業

本部第二事業部長 

平成11年４月 当社レンタル事業本部第二事業部長 

平成13年１月 当社レンタル事業本部第四事業部長 

平成16年４月 当社レンタル事業本部第一事業部長

（現任） 

平成16年６月 当社取締役（現任） 

105 

常勤監査役   野川 捷冶 昭和19年８月16日生

昭和38年４月 東京トヨタヂーゼル㈱入社 

昭和56年５月 ユナイテッドスティール㈱入社 

平成３年10月 ㈱ユニマットオフィスコ入社 

平成６年10月 ㈱ユニマット入社 

平成10年３月 ㈱ユニマットライフ フラワー＆ク

リーンメンテナンス事業部長 

平成11年１月 当社監査役（現任） 

195 

監査役   野﨑 豊 昭和23年１月１日生

昭和47年４月 ㈱東海銀行入行 

平成13年５月 ㈱ユニマットホールディング出向 

同社取締役 

平成13年６月 ㈱オリカキャピタル監査役（現任） 

平成14年1月 ㈱ユニマットホールディングに転籍 

平成14年４月 ユニマット不動産監査役（現任） 

平成15年２月 ㈱大沢商会グループ取締役（現任） 

平成16年３月 ㈱カッシーナ・イクスシー監査役

（現任） 

平成16年８月 当社監査役（現任） 

平成16年９月 ㈱ユニマットホールディング常務取

締役（現任） 

  

        計   2,565 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、事業環境に迅速に対応できる意思決定機能の構築及

び企業競争力のある企業組織の確立を図りつつ、これら組織的活動を監査する機関の充実を基本的な考えとしており

ます。このような観点から経営に重大な影響を与えると判断される事項のタイムリーなディスクロージャーを重視

し、迅速かつ公平な情報提供を行なうことに積極的に取り組んでまいります。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

  ① 会社の機関の基本説明 

     当社は、取締役会及び監査役により業務執行の監督及び監査を行なっております。 

     取締役会は、取締役７名で構成され経営の方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重要事項を決

定するとともに業務執行状況を監督する機関と位置付け、運用を行なっております。 

     また、毎月、役員・部次長会議が開催され、業務執行状況の確認と監督を行なっております。 

     その他、顧問契約をしております法律事務所より必要に応じ法律全般について助言と指導を受けております。

 また、あずさ監査法人により証券取引法に基づく監査を受けております。 

  ② 会社の機関・内部統制の関係 

当社の機関・内部管理体制の状況の概略図は下記のとおりであります 

③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

社長直轄の内部監査部門として、業務監査室を設置しております。業務監査室は、各部門において会計帳票、決

裁書類、契約書等の重要資料を閲覧・確認しております。さらに法令、社内規程及び業務マニュアルに照らして、

各事業所で行なわれている業務処理の適正性、効率性を調査し、業務改善につながる内部監査を行うよう努めてお

ります。当事業年度におきましては、中間および期末棚卸の立会及び全部署に対し年２回の監査を実施いたしまし

た。 

コンプライアンスについてはコーポレート・ガバナンスの根幹であるとの認識のもと、単なる法令の遵守という

問題に限定せず、企業の社会的責任を誠実性、規律、常識に基づき積極的に果たしていく活動と位置づけ、体制整

備に努めております。さらに、社内規程につきましては、「稟議規程」「経理規程」等の諸規程を定め、適宜追



加、改定を行っております。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、監査役２名（うち社外監査役１名）が、取締役会への出席や業務、財

産の状況の調査を行い、取締役の職務遂行状況を監査しております。 

また、業務監査室の業務監査専任担当者１名が、全事業所に対し上期及び下期各１回の定期業務監査を実施し、

さらに社長の指示により適時、特命監査を実施しております。必要に応じ監査役も同行しております。 

⑤ 会計監査の状況 

監査法人：あずさ監査法人 

業務を執行した公認会計士名：指定社員 業務執行社員 宮 直仁 

              指定社員 業務執行社員 都甲 孝一 

監査業務に関わる補助者の構成：公認会計士 ２名、会計士補 ４名 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社は社外取締役は招聘しておりません。 

当社と社外監査役との間に利害関係はありません。 

(2) リスク管理体制の整備状況 

当社のリスク管理体制は、毎月、役員及び事業部長等が出席して行なわれる役員・部次長会議にて法令遵守及びリ

スク管理の状況を確認し、各部次長が部内に周知徹底させることでコンプライアンスの意識向上を図っております。

また、定期的な内部監査の実施により規程、マニュアルの遵守状況を確認するとともに法令の遵守及びリスク管理

について問題がないか検証しております。 

(3) 役員報酬の内容 

 当事業年度に支払った役員に対する報酬は、下記のとおりであります。 

  役員報酬： 

    取締役に支払った報酬                   96,400千円 

    監査役に支払った報酬                   14,400千円 

         計                       110,800千円 

(4) 監査報酬の内容 

 当事業年度に支払った監査法人に対する報酬は、下記のとおりであります。 

  監査報酬： 

    公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    12,000千円 

    上記以外の業務に基づく報酬                 7,000千円 

         計                       19,000千円 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年4月１日から平成17年3月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年4月１日から平成17年3月31日まで）及び

当事業年度（平成17年4月１日から平成18年3月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けて

おります。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  448,245 562,010 

２．受取手形  10,395 8,904 

３．売掛金  548,276 618,400 

４．商品  14,200 19,083 

５．原材料  790 1,361 

６．貯蔵品  18,524 22,311 

７．前払費用  43,849 67,405 

８．繰延税金資産  59,488 62,069 

９．その他  871 3,426 

貸倒引当金  △2,990 △3,770 

流動資産合計  1,141,653 40.1 1,361,203 44.3

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

（１）建物 ※１ 482,210 487,016   

減価償却累計額  143,851 338,359 165,691 321,325 

（２）構築物  83,123 83,620   

減価償却累計額  25,500 57,622 30,688 52,932 

（３）機械装置  105,783 112,214   

減価償却累計額  55,255 50,527 67,745 44,468 

（４）車両運搬具  5,845 2,440   

減価償却累計額  4,650 1,195 1,903 536 

（５）工具器具備品  77,434 81,081   

減価償却累計額  56,022 21,411 55,931 25,150 

（６）土地 ※１ 225,971 225,971 

（７）建設仮勘定   － 5,000 

有形固定資産合計  695,089 24.4 675,385 22.0

２．無形固定資産    

（１）営業権  51,447 37,440 

（２）商標権   730 653 

（３）ソフトウェア  1,548 2,603 

（４）その他  7,392 7,197 

無形固定資産合計  61,118 2.2 47,895 1.6

 



   
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産    

（１）投資有価証券  5,200 10,040 

（２）出資金  10 10 

（３）破産債権等  4,291 2,513 

（４）長期前払費用  1,822 1,444 

（５）使用中レンタル資産  587,153 593,035 

（６）差入保証金  208,519 218,028 

（７）繰延税金資産  141,886 144,535 

（８）その他  3,496 21,522 

貸倒引当金  △5,781 △4,147 

投資その他の資産合計  946,598 33.3 986,983 32.1

固定資産合計  1,702,806 59.9 1,710,263 55.7

資産合計  2,844,460 100.0 3,071,467 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   387,315 442,358 

２．短期借入金 ※１ 286,000 100,000 

３．１年内返済予定長期借
入金 

※１ 169,000 174,400 

４．未払金  174,194 210,404 

５．未払費用  46 － 

６．未払法人税等  143,617 159,058 

７．未払消費税等  26,963 29,221 

８．前受金  8,598 4,793 

９．預り金  7,917 9,613 

10．賞与引当金  98,842 101,550 

11．その他   － 178 

流動負債合計  1,302,495 45.8 1,231,576 40.1

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１ 132,000 131,300 

２．退職給付引当金  271,561 256,337 

３．役員退職慰労引当金  80,083 107,283 

固定負債合計  483,644 17.0 494,920 16.1

負債合計  1,786,140 62.8 1,726,497 56.2

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 441,500 15.5 441,500 14.4

Ⅱ 資本剰余金    

 １．資本準備金  123,630 123,630   

  資本剰余金合計  123,630 4.3 123,630 4.0

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  5,950 5,950   

２．任意積立金    

(1）特別償却準備金  4,527 3,044   

３．当期未処分利益  480,998 766,335   

利益剰余金合計  491,475 17.3 775,329 25.2

Ⅲ その他有価証券評価差額
金 

 1,714 0.1 4,510 0.2

資本合計  1,058,320 37.2 1,344,970 43.8

負債・資本合計  2,844,460 100.0 3,071,467 100.0 

     



②【損益計算書】 

    

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     6,059,699 100.0   6,556,483 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,452,268 40.5   2,726,035 41.6 

売上総利益     3,607,431 59.5   3,830,447 58.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   3,038,332 50.1   3,154,476 48.1 

営業利益     569,098 9.4   675,971 10.3 

Ⅳ 営業外収益               

１.受取利息   4     3     

２.有価証券利息   200     －     

３.受取配当金    25     60     

４.受取賃貸料   15     18     

５.レインボークラブ入会金    952     1,428     

６.団体定期保険配当金   1,010     1,168     

７.障害者雇用助成金   995     6,909     

８.レンタル契約解約金   733     1,065     

９.その他   2,936 6,872 0.1 2,618 13,273 0.2 

Ⅴ 営業外費用               

１.支払利息   18,174     11,866     

２.新株発行費   11,939     －     

３.株式公開関連費用   29,758     －     

４.その他   1,759 61,631 1.0 1,555 13,422 0.2 

経常利益     514,339 8.5   675,822 10.3 

Ⅵ 特別利益               

１.固定資産売却益 ※２ 968     244     

２.投資有価証券売却益   41 1,009 0.0 － 244 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１.固定資産除却損 ※３ 4,220     9,323     

２.投資有価証券評価損   498     －     

３.ゴルフ会員権評価損    －     1,980     

４.事務所移転費用    －     9,841     

５.合併関連費用    －     49,889     

６.その他   65 4,784 0.1 － 71,034 1.1 

税引前当期純利益     510,564 8.4   605,033 9.2 

法人税、住民税及び事業税   249,871     277,328     

法人税等調整額   △19,641 230,230 3.8 △7,149 270,179 4.1 

当期純利益     280,334 4.6   334,853 5.1 

前期繰越利益     188,831     431,481   

合併による未処分利益受入額      11,832     －   

当期未処分利益     480,998     766,335   

      



売上原価明細書 

(注) ※ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 販売商品原価    

期首商品棚卸高  24,069 14,200   

商品仕入高  572,341 709,109   

期末商品棚卸高  14,200 19,083   

他勘定振替高 ※ 6,368 575,842 23.5 1,526 702,700 25.8

Ⅱ その他の売上原価    

材料費  62,047 81,524   

労務費  107,411 108,929   

経費    

 外注費  990,673 1,131,960   

 減価償却費  42,890 41,049   

 レンタル資産償却費  368,671 408,994   

 消耗品費  128,715 137,296   

 リース料  87,619 16,289   

 その他経費  88,396 97,291   

 経費計  1,706,967 1,876,426 76.5 1,832,881 2,023,335 74.2

計   2,452,268 100.0 2,726,035 100.0 

項目 前事業年度 当事業年度 

レンタル資産への振替  (千円) 6,368 1,526 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前当期純利益  510,564 605,033

有形固定資産減価償却
費 

 54,379 51,934

レンタル資産償却費  368,671 409,033

無形固定資産償却費  21,591 18,283

長期前払費用等償却費  4,542 2,636

貸倒引当金の増減額  2,105 △853

賞与引当金の増加額  2,862 2,708

退職給付引当金の増減
額 

 35,912 △15,223

役員退職慰労引当金の
増加額 

 16,611 27,199

受取利息及び受取配当
金 

 △229 △64

支払利息  18,174 11,866

固定資産売却益  △968 △244

投資有価証券売却益  △41 －

固定資産除却損  4,220 9,323

投資有価証券評価損  498 －

売上債権の増加額  △57,212 △66,855

たな卸資産の増減額  2,332 △10,153

仕入債務の増加額  14,857 71,724

レンタル資産取得によ
る支出 

 △426,127 △430,684

事務所移転費用   － 9,841

ゴルフ会員権評価損   － 1,980

その他  19,790 △691

小計  592,535 696,794

利息及び配当金の受取
額 

 229 64

利息の支払額  △16,781 △11,446

法人税等の支払額  △328,870 △255,955

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 247,112 429,456

 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △38,725 △38,927

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △224 △300,124

投資有価証券の売却に
よる収入 

 166 300,000

有価証券の償還による
収入 

 20,000 －

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △15,432 △5,060

差入保証金の差し入れ
による支出 

 △1,641 △22,756

差入保証金の返還によ
る収入 

 2,264 12,107

長期前払費用の支出  △604 △9,047

ゴルフ会員権の取得に
よる支出  

 － △20,000

その他  △26 238

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △34,222 △83,570

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の純減少額  △214,000 △186,000

長期借入による収入   － 250,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △214,000 △245,300

株式の発行による収入  215,130 －

配当金の支払額  △24,500 △50,821

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △237,370 △232,121

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △24,479 113,764

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 442,158 448,245

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金
同等物の増加額 

 30,566 －

Ⅷ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 448,245 562,010

    



④【利益処分計算書】 

（注）１．当社は、平成18年４月１日付をもって株式会社ユニマットオフィスコと合併し、消滅会社となったことによ

り、当事業年度の利益処分が発生しないため、当事業年度については記載しておりません。  

   
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年6月29日） 
当事業年度 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  480,998

Ⅱ 任意積立金取崩高  

１．特別償却準備金取崩高  1,483 1,483

合計  482,481 （注１） 

Ⅲ 利益処分額  

１．利益準備金  －

２．配当金  51,000 51,000

Ⅳ 次期繰越利益  431,481

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

     同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

時価のないもの 

     同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法によっております。 

 ただし、特例処理の要件を満たす金

利スワップ契約については時価評価せ

ず、その金銭の受払いの純額を金利変

換の対象となる負債に係わる利息に加

減して処理しております。 

デリバティブ 

       同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

商品 

       同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法を採用し

ております。 

貯蔵品 

       同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物付属設備を除

く）、埼玉工場及び滋賀工場の建物

（建物付属設備を含む）・構築物・機

械装置・工具器具備品については、定

額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物 ３～30年 

構築物 ６～49年 

機械装置 ２～７年 

車両運搬具 ２～６年 

工具器具備品 ３～15年 

  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、営業権については、商法に規

定する最長期間（５年）、自社利用の

ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 契約期間等に基づく均等償却を行っ

ております。 

(3）長期前払費用 

同左 

  (4）使用中レンタル資産 

 レンタル事業において使用中のマッ

ト・モップ・空気清浄機・浄水器等に

ついては、使用見込期間にわたる均等

償却を行っております。 

(4）使用中レンタル資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

──────────  

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち当期

に対応する額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産に基づき、当期末において発生して

いる額を計上しております。 

 また、数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定

額法により発生年度から費用処理して

おります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用してお

ります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

       同左 

  (2）ヘッジ手段及びヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金の利息 

(2）ヘッジ手段及びヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 将来の金利変動のリスクをヘッジす

る目的で長期借入金の残高の範囲内で

デリバティブ取引を行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性の評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため有効性の判定を省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金

及び随時引き出し可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────────  (固定資産の減損に係る会計基準)  

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用して

おります。 

 これによる損益への影響はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

(損益計算書) 

当事業年度において「団体定期保険配当金」、「障害

者雇用助成金」及び「レンタル契約解約金」の金額が営

業外収益総額の100分の10を超えたため区分掲記してお

ります。 

なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含まれ

ている「団体定期保険配当金」は862千円、「障害者雇用

助成金」は720千円、「レンタル契約解約金」は2,512千

円であります。 

──────────  

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が13,253千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞ

れ13,253千円減少しております。 

──────────   



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年3月31日） 

当事業年度 
（平成18年3月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１．   ────────── 

 担保に供している資産は次のとおりであります。   

建物 311,942千円

土地 225,971千円

計 537,914千円

 

 担保付債務は次のとおりであります。   

短期借入金 100,000千円

１年内返済予定長期借入金 129,000千円

長期借入金 122,000千円

 計 351,000千円

 

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 28,000株

発行済株式総数 普通株式 8,500株

授権株式数 普通株式 84,000株

発行済株式総数 普通株式 25,500株

  

 ３．配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は1,714千円で

あります。 

 ３．配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は4,510千円で

あります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は86.8％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は13.2％

であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は83.1％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は16.9％

であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給料手当 1,179,389千円

雑給 307,493千円

賞与引当金繰入額 97,320千円

退職給付費用 92,180千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,611千円

法定福利費 150,572千円

リース料 133,409千円

減価償却費 20,829千円

地代家賃 342,162千円

給料手当 1,198,543千円

雑給 341,627千円

賞与引当金繰入額 99,260千円

退職給付費用 43,223千円

役員退職慰労引当金繰入額 27,199千円

法定福利費 156,284千円

リース料 137,740千円

減価償却費 15,111千円

地代家賃 371,306千円

※２．固定資産売却益の内容は，次のとおりでありま

す。 

※２．固定資産売却益の内容は，次のとおりでありま

す。 

使用中レンタル資産          968千円 使用中レンタル資産          244千円 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

   建物                 437千円  

   工具器具備品             266千円 

   ソフトウェア            3,515千円 

  ──────────────────────── 

    計                4,220千円 

   建物                7,043千円  

   車両運搬具              187千円 

   工具器具備品            2,066千円 

   長期前払費用             25千円 

  ──────────────────────── 

    計                9,323千円 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年3月31日現在） 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年3月31日現在） 

現金及び預金勘定 448,245千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  － 

現金及び現金同等物 448,245千円

現金及び預金勘定 562,010千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  － 

現金及び現金同等物 562,010千円

 ２．重要な非資金取引の内容 

（合併により引継いだ資産及び負債の主な内訳） 

 当事業年度に合併した株式会社ユニマットファク

トリーより引継いだ資産及び負債の主な内訳は次の

とおりであります。 

 ２．     ────────── 

   流動資産  34,364千円

   固定資産 717千円

   資産合計  35,081千円

   流動負債 85,836千円

   負債合計 85,836千円

 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

るもの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置  24,495 12,121 12,373

車両運搬具 236,621 142,547 94,073

工具器具備品 8,718 6,275 2,442

ソフトウェア 6,782 4,783 1,998

合計 276,617 165,729 110,888

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置  21,345 12,902 8,443

車両運搬具 234,856 124,702 110,154

工具器具備品 4,858 3,792 1,066

ソフトウェア 6,547 5,892 654

合計 267,608 147,289 120,319

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 54,826千円

１年超 52,496千円

合計 107,322千円

１年内 44,774千円

１年超 76,449千円

合計 121,224千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 142,697千円

減価償却費相当額 121,493千円

支払利息相当額 4,350千円

支払リース料 67,216千円

減価償却費相当額 64,314千円

支払利息相当額 2,926千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

 ２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

１年内 23,908千円

１年超 30,512千円

合計 54,420千円

１年内 36,172千円

１年超 56,574千円

合計 92,747千円



（有価証券関係） 

    前事業年度（平成17年３月31日）  

     １．その他有価証券で時価のあるもの  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当事業年度において、投資有価証券について498千円(その他有価証券で時価のない株式498千円)減損処理を行っ

ております。 

なお、減損会計にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。  

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の 

(1)株式 1,937 4,828 2,891 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,937 4,828 2,891 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの 

(1）株式 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 1,937 4,828 2,891 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

166 41 ─────  

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 371 



    当事業年度（平成18年３月31日）  

     １．その他有価証券で時価のあるもの  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）減損会計にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の 

(1)株式 2,062 9,668 7,606 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 2,062 9,668 7,606 

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの 

(1）株式 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 2,062 9,668 7,606 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 371 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成17年３月31日現在）及び当事業年度（平成18年３月31日現在） 

 デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

(1）取引の内容 

        同左 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的取引は行なわ

ない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

        同左 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金等の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。 

(3）取引の利用目的 

        同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。 

 なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限

定しているため信用リスクはほとんどないと認識して

おります。 

(4）取引に係るリスクの内容 

        同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行管理の手続きについては、

当社の「経理規程」に基づき、将来の金利変動のリス

クをヘッジする目的で長期借入金の範囲内でデリバテ

ィブ取引を行なっております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

        同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしております

ので、スワップ契約については時価評価せず、その金

銭の受け払いの純額を金利変換の対象となる負債に係

わる利息に加減して処理しております。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

        同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

２．退職給付債務およびその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、従業員退職金制度のすべてを確定給付型の制

度として、複数事業主による厚生年金基金制度を採用し

ております。 

 なお、当厚生年金基金は、当社の前身でありますユナ

イテッドスティール㈱が中心となって昭和63年２月に連

合設立型厚生年金基金制度として設立され、退職金制度

のすべてを厚生年金基金に移行しました。 

同左 

  
前事業年度 

（平成17年3月31日） 

当事業年度 

（平成18年3月31日） 

(1）退職給付債務（千円） △861,989 △930,900 

(2）年金資産（千円） 582,573 865,554 

(3）未積立退職給付債務（千円）(1)＋(2) △279,415 △65,346 

(4）未認識の数理計算上の差異（千円） 7,854 △190,990 

(5）退職給付引当金（千円）(3)＋(4) △271,561 △256,337 

  
前事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

退職給付費用（千円） 92,741 45,393 

(1）勤務費用（千円） 92,920 95,337 

(2）利息費用（千円） 15,517 17,239 

(3）期待運用収益（千円） △15,700 △17,477 

(4）数理計算上の差異の処理額（千円） 3 △49,706 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前事業年度 

（平成17年3月31日） 
当事業年度 

（平成18年3月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2)割引率（％） 2.0 同左 

(3)期待運用収益率（％） 3.0 同左 

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） 5 

（発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分した額

を発生年度から処理することと

しております。） 

同左 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

    前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）  

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。  

    当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）  

 当社は関連会社がないため、該当事項はありません。  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳 

繰延税金資産（流動の部）  

賞与引当金 40,228千円

未払事業税 11,931千円

未払法定福利費 4,520千円

未払事業所税 2,148千円

 貸倒引当金繰入超過額 602千円

 その他  56千円

繰延税金資産（流動の部）合計 59,488千円

繰延税金資産（固定の部）  

役員退職慰労引当金 32,593千円

退職給付引当金繰入超過額 110,525千円

その他 2,032千円

小計 145,152千円

   

   

繰延税金負債（固定の部）  

特別償却準備金 2,089千円

その他有価証券評価差額金 1,176千円

小計 3,265千円

繰延税金資産（固定の部）合計 141,886千円

繰延税金資産（流動の部）  

賞与引当金 41,330千円

未払事業税 12,798千円

未払法定福利費 4,713千円

未払事業所税 2,259千円

 貸倒引当金繰入超過額 910千円

 その他  56千円

繰延税金資産（流動の部）合計 62,069千円

繰延税金資産（固定の部）  

役員退職慰労引当金 43,664千円

退職給付引当金繰入超過額 104,329千円

その他 2,557千円

小計 150,550千円

評価性引当額   △1,848千円

繰延税金資産（固定の部）合計  148,702千円

繰延税金負債（固定の部）  

特別償却準備金 1,071千円

その他有価証券評価差額金 3,095千円

小計 4,167千円

繰延税金資産（固定の部）合計 144,535千円

２．決定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．決定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.70％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
1.26％

住民税均等割等 0.72％

同族会社の留保金課税 2.73％

その他 △0.32％

税効果会計適用後の法人税率の負

担率 
45.09％

法定実効税率 40.70％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.48％

住民税均等割等 0.63％

同族会社の留保金課税 2.76％

その他 0.09％

税効果会計適用後の法人税率の負

担率 
44.66％



【関連当事者との取引】 

    前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

   (1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．㈱ユニマットホールディングの子会社であります。  

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     ※１ 本社事務所の賃借は、近隣の相場をもとに交渉の上決定しております。 

     ※２ 清掃受託他の取引は、当社の見積価格を基に交渉により決定しております。 

     ※３ 保険料は損害保険会社の通常の料率に基づき、決定しております。 

    ３．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。  

  

   （2）兄弟会社等 

該当会社である㈱ユニマット不動産及び㈱ユニマットアップスについては、「(1)役員及び個人主要株主等」

に記載しております。 

    当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

   (1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．㈱ユニマットホールディングの子会社であります。  

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     ※１ 本社事務所の賃借は、近隣の相場をもとに交渉の上決定しております。 

     ※２ 清掃受託他の取引は、当社の見積価格を基に交渉により決定しております。 

     ※３ 保険料は損害保険会社の通常の料率に基づき、決定しております。 

    ３．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。  

  

   （2）兄弟会社等 

該当会社である㈱ユニマット不動産及び㈱ユニマットアップスについては、「(1)役員及び個人主要株主等」

に記載しております。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む。） 

㈱ユニマッ

ト不動産 

（注）１ 

東京都港

区 
2,430,000 不動産業 － 

役員２

名 

（兼任）

本社事

務所の

賃借 

賃借料、更

新料の支払 

※１ 

96,401 前払費用 8,798 

－ 

  

－ 
差入保証金 66,460 

長期前払費用 1,153 

清掃受託他

売上 ※２ 
36,108 売掛金 3,195 

㈱ユニマッ

トアップス

（注）１ 

東京都港

区 
25,000 

保険代理

店業 
－ 

役員１

名 

（兼任）

保険の

代理店 

損害保険料

の支払 

※３ 

4,355 － － 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等（当該

会社等の子

会社を含

む。） 

㈱ユニマッ

ト不動産 

（注）１ 

東京都港

区 
2,430,000 不動産業 － 

役員２

名 

（兼任）

本社事

務所の

賃借 

賃借料、更

新料の支払 

※１ 

123,844 前払費用 9,119 

－ 

  

－ 差入保証金 66,460 

清掃受託他

売上 ※２ 
36,486 売掛金 3,050 

㈱ユニマッ

トアップス

（注）１ 

東京都港

区 
25,000 

保険代理

店業 
－ 

役員１

名 

（兼任）

保険の

代理店 

損害保険料

の支払 

※３ 

3,794 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の金額は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 124,508円25銭 

１株当たり当期純利益金額 36,336円27銭 

１株当たり純資産額 52,743円93銭 

１株当たり当期純利益金額 13,131円52銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、当社株式は当事業年度において上場しており、それ

以前は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期

中平均株価が把握できませんので記載しておりません。  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。  

 (1）平成17年５月20日付をもって、普通株式１株を３株

に分割いたしました。 

 ① 分割により増加した株式  普通株式17,000株 

 ② 分割方法 平成17年３月31日最終の株主名簿に

記載された株主の所有株式数を、１

株につき３株の割合をもって分割し

ました。 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前期における１株当たりの情報は、以下のとおり

であります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、当社株式は前事業年度において上場し

ており、それ以前は非上場であり、かつ店頭登録も

していないため、期中平均株価が把握できませんの

で記載しておりません。 

前事業年度 

１株当たり純資産額  

 41,502円75銭 

１株当たり当期純利益金額 

 12,112円09銭 

  
前事業年度 

(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日) 

当期純利益（千円） 280,334 334,853 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 280,334 334,853 

期中平均株式数（株） 7,715 25,500 

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

───── ───── 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

１．株式の分割 

 平成17年３月２日開催の取締役会の議決に基づき、

次のとおり株式分割による新株式を発行いたしまし

た。  

 (1）平成17年５月20日付で、普通株式１株を３株に分割

いたしました。  

  ① 分割により増加する株数 普通株式17,000株   

  ② 分割方法 平成17年３月31日最終の株主名簿に記

載された株主の所有株式数を、１株に

つき３株の割合をもって分割いたしま

した。  

  (2）配当起算日 平成17年４月１日 

該当株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場合

の前期における１株当たりの情報および当期首に行な

われたと仮定した場合の当期における１株当たりの情

報は、それぞれ以下のとおりであります。   

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

27,392円60銭 

１株当たり純資産額 

41,502円75銭  

１株当たり当期純利益 

9,785円41銭 

１株当たり当期純利益 

12,112円09銭 

  潜在株式調整後1株当た

り当期純利益 

当社は非上場であり、か

つ店頭登録もしていないた

め、期中平均株価が把握で

きませんので記載しており

ません。 

潜在株式調整後1株当た

り当期純利益 

当社は当事業年度におい

て上場しており、それ以前

は非上場であり、かつ店頭

登録もしていないため、期

中平均株価が把握できませ

んので記載しておりませ

ん。 

当社は、平成17年12月20日開催の当社及び株式会社ユ

ニマットオフィスコの臨時株主総会において承認された

合併契約書に基づき、平成18年４月１日に株式会社ユニ

マットオフィスコと合併し（平成18年４月１日株式会社

ユニマットライフに商号変更）、資産、負債及び権利義

務の一切を同社に引き継ぎました。  

１．合併の目的 

本合併の目的は、両社の持つ企業情報、地域情報、

業務ノウハウ等の相互補完及び両者のもつ営業力、商

品開発力を集約することにより、新規顧客の拡大、新

規商品の開発及び新規分野への挑戦等積極的な事業活

動を可能とし、さらに物流、営業、管理等の部門にお

ける効率化により収益力の大幅な向上を図るものであ

ります。特に全国展開を行っている株式会社ユニマッ

トオフィスコの営業網を当社が活用することで、極め

て短期間にレンタル事業の全国展開が可能となり業績

の拡大を図ることが可能となります。 

本合併により営業力及びその他の経営資源を統合す

ることで規模の拡大を図るとともに、効率的な事業運

営により収益性の向上及び企業価値の拡大を目指して

まいります。   

２．合併契約の概要 

 (1）合併の方法 

 株式会社ユニマットオフィスコを存続会社とし、

当社は解散いたしました。 

 (2）合併期日 

 平成18年４月１日 

 (3）合併の割当比率 

 合併期日前日最終の当社の株主名簿に記載または

記録された株主に対して、その所有する当社の普通

株式１株につき株式会社ユニマットオフィスコの普

通株式173株を割当交付いたしました。 

 (4）合併交付金 

合併期日前日の最終の当社の株主名簿に記載され

た株主に対し、その所有する当社の株式１株につき

2,400円の合併交付金を、平成18年３月期の利益配

当金に代えて、支払います。  

  

 



前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

 ３．株式会社ユニマットオフィスコの概要  

(1）資本金  

5,641,百万円（平成18年３月31日現在） 

(2）事業の内容  

ルートシステムによるコーヒー及び清涼飲料等

の販売事業、カフェ＆レストラン事業、不動産賃

貸業等  

(3）連結経営成績（自 平成17年４月１日 至 平

成18年３月31日）  

売上高     37,736百万円 

当期純利益    1,346百万円  

(4）連結財政状態（平成18年３月31日現在） 

資産合計    32,454百万円 

負債合計     9,014百万円 

資本合計    23,439百万円  

(5）従業員数（平成18年３月31日現在） 

連結 1,974人  個別 1,720人  



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の百分の一以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略い

たしました。 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

使用中レンタル資産 レンタル事業部門における新規レンタル品の取得  414,915千円  

当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

使用中レンタル資産 当期償却終了分                 323,347千円  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 482,210 15,829 11,024 487,016 165,691 25,820 321,325 

構築物 83,123 497 － 83,620 30,688 5,187 52,932 

機械装置 105,783 6,431 － 112,214 67,745 12,490 44,468 

車両運搬具 5,845 － 3,405 2,440 1,903 470 536 

工具器具備品 77,434 13,771 10,123 81,081 55,931 7,965 25,150 

土地 225,971 － － 225,971 － － 225,971 

建設仮勘定 － 5,000 － 5,000 － － 5,000 

有形固定資産計 980,368 41,529 24,553 997,344 321,959 51,934 675,385 

無形固定資産               

営業権 83,969 2,687 3,183 83,473 46,032 16,694 37,440 

商標権 768 － － 768 115 76 653 

ソフトウェア 28,250 2,372 25,684 4,938 2,334 1,317 2,603 

その他 8,240 － － 8,240 1,042 194 7,197 

無形固定資産計 121,228 5,060 28,868 97,420 49,525 18,283 47,895 

 長期前払費用 15,121 9,047 22,112 2,056 612 2,636 1,444 

使用中レンタル資産 1,094,100 414,915 323,347 1,185,668 592,633 409,033 593,035 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 286,000 100,000 1.006 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 169,000 174,400 2.328 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 132,000 131,300 1.798 
平成19年～ 

平成20年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 587,000 405,700 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 126,400 4,900 － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．普通株式の当事業年度増加数は、株式分割による増加であります。 

２．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

  (注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円）（注）１ 441,500 － － 441,500 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (8,500) (17,000) － (25,500) 

普通株式 （千円） 441,500 － － 441,500 

計 （株） (8,500) (17,000) － (25,500) 

計 （千円） 441,500 － － 441,500 

資本準備金

及びその他

資本剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金 
（千円） 123,630 － － 123,630 

計 （千円） 123,630 － － 123,630 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 5,950 － － 5,950 

（任意積立金） 

特別償却準備金 

（注）２ 

（千円） 4,527 － 1,483 3,044 

計 （千円） 10,477 － 1,483 8,994 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 8,771 5,197 5,007 1,043 7,917 

賞与引当金 98,842 101,550 98,842 － 101,550 

役員退職慰労引当金 80,083 27,199 － － 107,283 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ) 相手先別内訳 

(ロ) 期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 18,836 

預金の種類   

当座預金 193,824 

普通預金 348,634 

別段預金  715 

小計 543,173 

合計 562,010 

相手先 金額（千円） 

㈱ニッパツアメニティ 3,272 

㈱アークス・コーポレーション 2,216 

大日本商事㈱ 1,173 

㈱ソキア 828 

美津濃㈱ 389 

その他 1,025 

合計 8,904 

期日別 金額（千円） 

平成18年4月 1,938 

5月 1,685 

6月 1,668 

7月 3,030 

8月 581 

9月以降 － 

合計 8,904 



③ 売掛金 

(イ) 相手先別内訳 

(ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 商品 

⑤ 原材料 

相手先 金額（千円） 

㈱ユニマットオフィスコ 23,325 

㈱ユニマットフューチャー 10,524 

㈱大東繊維 7,602 

リーテールブランディング㈱ 6,985 

タケダ㈱ 6,092 

その他 563,871 

合計 618,400 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

548,276 5,205,846 5,135,722 618,400 89.3 40.9 

品名 金額（千円） 

薬剤 5,461 

サプリメント 3,442 

ペーパータオル 1,021 

クリーンフィルター 904 

アルカリイオン水生成器・アリビオ 630 

その他 7,622 

合計 19,083 

品名 金額（千円） 

 灯 油 672 

 Ａ重油 287 

 その他 401 

合計 1,361 



⑥ 貯蔵品 

⑦ 差入保証金 

⑧ 買掛金 

品名 金額（千円） 

広告宣伝印刷物 3,315 

浄水器カートリッジ 2,286 

芳香剤 2,166 

エアータオル 1,852 

尿石防止剤 1,593 

その他 11,098 

合計 22,311 

相手先 金額（千円） 

㈱ユニマット不動産 66,460 

和田 稔 20,000 

㈱サンリエム 19,200 

秋山 クニ子 16,800 

㈱實組 16,685 

その他 78,881 

合計 218,028 

相手先 金額（千円） 

早川ゴム㈱ 41,762 

㈲クリーンネットワーク 22,581 

ハイブリッド・サービス㈱ 20,557 

沖縄綿久寝具㈱ 16,212 

㈱グラフィック 14,400 

その他 326,842 

合計 442,358 



⑨ 未払金 

⑩ 未払法人税等 

⑪ 退職給付引当金 

(3) 【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

従業員（未払給与） 95,545 

社会保険庁他（未払社会保険料） 14,080 

社会保険庁他（賞与引当に伴う未払社会保険料） 11,580 

国際油化㈱ （ガソリン代） 9,264 

佐川印刷㈱ 6,101 

その他 73,832 

合計 210,404 

区分 金額（千円） 

未払法人税 104,815 

未払住民税 22,797 

未払事業税 31,446 

合計 159,058 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 930,900 

未認識数理計算上の差異 190,990 

年金資産 △865,554 

合計 256,337 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヵ月以内 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  (1）親会社等の名称 

    株式会社ユニマットホールディング 

  (2）株式の所有者別状況 

 （注） 自己株式44株は、「個人その他」に記載しております。 

  (3）大株主の状況 

  平成17年12月31日現在

区分 

株 式 の 状 況 

端株の状況

（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 2 － － 5 7 － 

所有株式数（㈱） － － － 4,600 － － 355,100 359,700 － 

所有株式数の割合

（％） 
－ － － 1.28 － － 98.72 100 － 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

髙橋章恵 東京都渋谷区 80,640 22.42 

水野深雪 東京都目黒区 71,120 19.77 

髙橋洋平 東京都渋谷区 71,120 19.77 

髙橋大海 東京都渋谷区 71,120 19.77 

髙橋洋二 沖縄県宮古島市 61,056 16.97 

㈱後楽園ファイナンス 東京都新宿区揚場町１番18号 2,300 0.64 

サンエスファクタリング㈱ 東京都新宿区揚場町１番18号 2,300 0.64 

計 － 359,656 99.99 



  (4）役員の状況                                                                     平成18年３月31日現在 

  (5）貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書等 

当社の親会社等に係る貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書

に添付しております。また、監査役の監査報告書及び会計監査人の監査報告書も添付しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（千株） 

代表取締役   髙橋 洋二 昭和18年３月６日生 

昭和36年４月 エンパイヤ貿易㈱入社 

昭和44年１月 高橋商店創業 

昭和50年５月 ㈱丸和トレーデングカンパニー（現
㈱ユニマットホールディング）設立
代表取締役（現任） 

平成３年９月 ㈱ユニマットオフィスコ設立 代表
取締役 

平成９年６月 ㈱ユニマットオフィスコ取締役会長
（現任） 

平成９年６月 ㈱カッシーナ・ジャパン（現㈱カッ
シーナ・イクスシー）代表取締役
（現任） 

平成12年６月 ㈱ユニマットクリーンライフ取締役
（現任） 

61,056 

常務取締役   野﨑 豊 昭和23年１月１日生 

昭和47年４月 ㈱東海銀行入行 

平成13年５月 ㈱ユニマットホールディング出向 
同社取締役 

平成13年６月 ㈱オリカキャピタル監査役（現任） 

平成14年１月 ㈱ユニマットホールディングに転籍 

平成14年４月 ㈱ユニマット不動産監査役（現任） 

平成15年２月 ㈱大沢商会グループ取締役（現任） 

平成16年３月 ㈱カッシーナ・イクスシー監査役
（現任） 

平成16年８月 ㈱ユニマットクリーンライフ監査役
（現任） 

平成16年９月 ㈱ユニマットホールディング常務取
締役（現任） 

－ 

取締役   髙橋 章恵 昭和23年11月20日生 平成12年７月 
㈱ユニマットグループ(現㈱ユニマッ
トホールディング)取締役(現任) 

80,640 

取締役   水野 深雪 昭和51年１月17日生 平成12年７月 
㈱ユニマットグループ(現㈱ユニマッ
トホールディング)取締役(現任) 

71,120 

取締役   髙橋 洋平 昭和52年７月７日生 平成12年７月 
㈱ユニマットグループ(現㈱ユニマッ
トホールディング)取締役(現任) 

71,120 

取締役   髙橋 大海 昭和60年２月18日生 平成17年８月  
㈱ユニマットホールディング取締役
(現任) 

71,120 

取締役   田口 達也 昭和21年６月25日生 平成17年12月  
㈱ユニマットホールディング取締役
(現任) 

－ 

常勤監査役   髙橋 文子 昭和８年10月26日生 平成12年７月 
㈱ユニマットグループ(現㈱ユニマッ
トホールディング)監査役(現任) 

－ 

監査役   久保田 勝一 昭和12年11月30日生 

昭和32年４月 横須賀会計事務所 入所 

昭和42年12月 税理士登録 

平成10年５月 ㈱ユニマットホールディング監査役
（現任） 

平成11年１月 ㈱ユニマットクリーンライフ監査役 

平成14年５月 税理士法人 横須賀・久保田無限責任
社員（現任） 

－ 

監査役   原 宏明 昭和40年５月10日生 
昭和63年４月 前沢会計事務所 入所 

平成16年３月 ㈱ユニマットホールディング監査役
（現任） 

－ 

     計   355,056 



２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第10期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

（第11期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月15日関東財務局長に提出。 

 (3）臨時報告書 

 平成17年10月５日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（合併）に基づく臨時報告書であります。 

  (4）臨時報告書の訂正報告書 

 平成17年11月４日関東財務局長に提出。 

 平成17年10月５日提出の臨時報告書（合併）に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年６月29日

株式会社ユニマットクリーンライフ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮 直仁   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 都甲 孝一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユニマットクリーンライフの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ユニマットクリーンライフの平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月27日

株式会社ユニマットライフ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮 直仁   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 都甲 孝一  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユニマットライフ（旧会社名 株式会社ユニマットクリーンライフ）の平成17年４月１日から平成18年３月31日まで

の第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ユニマットライフ（旧会社名 株式会社ユニマットクリーンライフ）の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  追記情報 

  重要な後発事象の項に記載されているとおり、会社は平成18年４月１日を合併期日として株式会社ユニマットオフ

ィスコと合併した（平成18年４月１日株式会社ユニマットライフに商号変更）。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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